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連結注記表

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）

１．連結の範囲に関する事項

すべての子会社を連結しております。

連 結 子 会 社 の 数 …… ５社

連 結 子 会 社 の 名 称 …… 菊水電子工業株式会社

菊水エムズ株式会社

フジテック株式会社

菊水貿易（上海）有限公司

KIKUSUI AMERICA,INC.

当連結会計年度より、持株会社体制への移行準備として新たに設立した菊水電子準備株式会社(2022年10月１

日付にて「菊水電子工業株式会社」に商号変更。)及び菊水エムズ株式会社を連結の範囲に含めております。こ

れらの連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

２．持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、菊水貿易（上海）有限公司の決算日は、12月31日であります。

連結計算書類の作成に当たっては、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用しております。

なお、その他の連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

４．会計方針に関する事項

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法

そ の 他 有 価 証 券 …… 市場価格のない株式等以外のもの

時価法

（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は主として原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

商 品 ・ 製 品 ・ 原 材 料……主として総平均法

仕 掛 品……個別法

貯 蔵 品……主として最終仕入原価法

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有 形 固 定 資 産

（リース資産を除く）

…… 主として定率法によっております。

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並び

に2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定

額法によっております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 ８～38年

機械装置及び運搬具 ４～11年

工具、器具及び備品 ２～15年

また、2007年３月31日以前に取得した有形固定資産については、償却可能

限度額まで償却が終了した連結会計年度の翌連結会計年度から５年間にわ

たり備忘価額まで均等償却する方法によっております。

② 無 形 固 定 資 産

（リース資産を除く）

…… 定額法によっております。

ただし、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における見込利用

可能期間（５年）による定額法によっております。

③ リ ー ス 資 産 …… 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっておりま

す。



― 2 ―

（３）重要な引当金の計上基準

① 貸 倒 引 当 金 …… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、回収不能見込額を計上しておりま

す。

ａ 一般債権

貸倒実績率法によっております。

ｂ 貸倒懸念債権及び破産更生債権等

財務内容評価法によっております。

② 賞 与 引 当 金 …… 当社及び連結子会社において、従業員、嘱託社員及びパートタイマーに対

して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額基準により計上してお

ります。

③ 役 員 賞 与 引 当 金 …… 当社及び国内連結子会社において、役員に対して支給する賞与の支出に充

てるため、支給見込額のうち当連結会計年度負担額を計上しております。

④ 製 品 保 証 引 当 金 …… 当社及び連結子会社において、製品の無償保証期間中の修理費用の支出に

備えるため、過去の実績を基礎として当連結会計年度の発生見込額を計上

しております。また、個別の無償保証に係る修理費用の支出に備えるた

め、その見積額を計上しております。

（４）退職給付に係る会計処理の方法

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５

年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により

費用処理しております。

（５）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお

ります。なお、在外子会社等の資産及び負債は、在外子会社等の決算日の直物為替相場により円貨に換算し、

収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて

おります。

（６）重要な収益及び費用の計上基準

当社グループは、電気計測器等の製造、販売を主要な事業としております。また、製品の修理・校正サービ

ス等を行っており、全て顧客との契約に基づき履行義務を識別しております。

製品等の販売については、多くの場合、当該製品等の引渡時点において顧客に当該製品等に対する支配が移

転したと判断し、収益を認識しております。

一部の特注品に関して、財又はサービスに対する支配が顧客に一定の期間にわたり移転する場合には、財又

はサービスを顧客に移転する履行義務を充足するにつれて、一定の期間にわたり収益を認識する方法によって

おります。また、契約の初期段階において、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積ることができない場

合には、当該契約の初期段階に収益を認識しない方法によっております。

修理・校正サービスについては、修理・校正サービスの作業が完了し、引渡時点において顧客への履行義務

が充足されると判断し、収益を認識しております。

製品の販売時に、品質保証型の製品保証に加えて、有償にて期間の定めのある保守サービスを提供する場合

には、顧客との契約に基づく保守契約期間にわたり均等に収益を認識しております。

顧客との契約における対価に販売金額に基づくリベートや売上割引等の変動対価が含まれている場合には、

取引の対価の変動部分の額を過去の実績等に基づき合理的に見積り、著しい減額が発生しない可能性が高い部

分に限り売上高から控除しております。

５．会計方針の変更に関する注記

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第31号2021年６月17日。以下「時価算定会

計基準適用指針」という。)を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27－２項に定める

経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することと

しております。なお、連結計算書類に与える影響はありません。
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６．表示方法の変更に関する注記

(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度において、「流動負債」の「その他」に含めていた「預り金」は、金額的重要性が増したた

め、当連結会計年度より独立掲記することとしております。

なお、前連結会計年度の「預り金」は、70,631千円であります。

７．会計上の見積りに関する注記

（繰延税金資産の回収可能性）

（１）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

繰延税金資産（純額）381,103千円

なお、繰延税金負債と相殺前の金額は597,683千円です。

（２）その他見積りの内容に関する理解に資する情報

① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法

繰延税金資産は、翌連結会計年度の予算及び将来の業績予測に基づいて課税所得を見積り、かつ実現可

能性を検討し、回収可能性があると判断した将来減算一時差異に対して計上しております。

なお、スケジューリング不能な将来減算一時差異に係る評価性引当金72,796千円を繰延税金資産から差

し引いております。

② 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定

繰延税金資産の金額の算出において重要となる将来の業績予想は、現在の状況及び入手可能な情報等に

よる合理的な仮定に基づき見積ることとしております。

また、新型コロナウイルス感染症拡大の影響につきましては、現時点で入手可能な外部の情報源に基づ

く情報等を踏まえ、翌連結会計年度以降、当社グループの業績等に与える影響は限定的であり、会計上の

見積りに重要な影響を与えるものではないとの仮定のもと当該見積りを行っております。

③ 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響

課税所得を見積るに当たって、前提とした条件や仮定に変更が生じ、その見積額が減少した場合には、

繰延税金資産が減額され、税金費用が計上される可能性があります。

また、新型コロナウイルス感染症の影響につきましては、先行きの不確実性が高く、今後の状況の変化

によっては、翌連結会計年度の財政状態及び経営成績に重要な影響を及ぼす可能性があります。

なお、税制改正により実効税率が変更された場合に、翌連結会計年度以降の連結計算書類において認識

する金額に重要な影響を与える可能性があります。

（退職給付関係）

（１）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

退職給付に係る負債 108,602千円

なお、数理計算上の差異の未償却残高23,555千円を退職給付に係る調整累計額として純資産の部に計上して

おります。

（２）その他見積りの内容に関する理解に資する情報

① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法

当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度及び退職一時金制度を設

けております。

退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によって

おります。

退職給付費用及び負債は、数理計算上で設定される割引率、年金資産の長期期待運用収益率、死亡率等

の前提条件に基づき算出しております。

② 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定

割引率は、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使

用する方法としており、退職給付債務のデュレーションと等しい期間に対応するスポットレートを割引率

とするデュレーションアプローチによって算出しております。

長期期待運用収益率は、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する多様な資産からの

現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

③ 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響

退職給付費用及び負債の算定における前提条件が実際と異なる場合、または前提条件が変更となった場

合、その影響は累積され、将来期間において認識される費用及び計上される債務に影響を及ぼす可能性が

あります。

８．会計上の見積りの変更に関する注記

該当事項はありません。

９．誤謬の訂正に関する注記

該当事項はありません。
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（連結貸借対照表に関する注記）

１．記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

２．有形固定資産の減価償却累計額 4,512,775千円

３．流動負債その他のうち、契約負債の残高 12,557千円

４．当社は運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行３行と貸出コミットメント契約を締結しております。

当連結会計年度末における貸出コミットメントに係る借入未実行残高は次のとおりであります。

貸出コミットメントの総額 1,000,000千円

借 入 実 行 残 高 －千円

差 引 額 1,000,000千円

（連結損益計算書に関する注記）

１．記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

２．売上高のうち、顧客との契約から生じる収益の額 12,066,920千円

３．通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低下による簿価切下額

売上原価 21,304千円

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

１．記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

２．当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式 9,900,000株

３．剰余金の配当に関する事項

（１）配当金支払額

決 議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

2022年６月29日
定時株主総会

普通株式 250,168 30 2022年３月31日 2022年６月30日

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

2023年６月29日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり提案しており

ます。

① 配当金の総額 317,966千円

② １株当たり配当額 38円

③ 基準日 2023年３月31日

④ 効力発生日 2023年６月30日

なお、配当原資については、利益剰余金であります。

４．当連結会計年度末の株式引受権に係る株式の種類及び総数

該当事項はありません。

５．当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的となる株式の種類

及び数

該当事項はありません。
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（金融商品に関する注記）

１．金融商品の状況に関する事項

（１）金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用について、余資は安全性、流動性及び収益性等の各要素を総合的に考慮した上

で、金融商品市場の状況等を踏まえて運用し、また、資金調達については銀行借入による方針であります。デ

リバティブ取引は利用しておりません。

（２）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金並びに電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リ

スクに関しては、当社グループは、主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとの期日及び

残高を管理するとともに、財政状態等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

投資有価証券は、業務上の関係を有する企業の株式、純投資目的の株式、債券及び投資信託が主な内訳であ

り、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、定期的に把握された時価が取締役会に報告されておりま

す。

営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが６か月以内の支払期日であります。

また、営業債務は流動性リスクに晒されておりますが、当社グループでは、月次に資金繰計画を作成するな

どの方法により管理しております。

なお、その他の金融商品については、金額の重要性が乏しいため記載を省略しております。

（３）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することによ

り、当該価額が変動することもあります。

２．金融商品の時価等に関する事項

2023年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。

(単位：千円)

連結貸借対照表

計 上 額
時価 差額

投資有価証券

その他有価証券 2,195,928 2,195,928 －

資産計 2,195,928 2,195,928 －

（注１）現金及び預金

現金であること、及び預金が短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、注

記を省略しております。

（注２）受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価が帳簿価額に近似するものであることから、注記を省略しており

ます。

（注３）電子記録債権

これらは短期間で決済されるため、時価が帳簿価額に近似するものであることから、注記を省略しており

ます。

（注４）支払手形及び買掛金

これらは短期間で決済されるため、時価が帳簿価額に近似するものであることから、注記を省略しており

ます。

（注５）市場価格のない株式等は、「投資有価証券 その他有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連

結貸借対照表計上額は、以下のとおりであります。

(単位：千円)

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 97,589
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３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類

しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算

定の対象となる資産及び負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係

るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

（１）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

当連結会計年度（2023年３月31日）

(単位：千円)

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券

株式 1,903,966 ― ― 1,903,966

国債・地方債等 ― ― ― ―

社債 ― 198,690 ― 198,690

その他 93,272 ― ― 93,272

資産計 1,997,238 198,690 ― 2,195,928

（２）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

該当事項はありません。

(注１) 時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券のうち、株式及びその他は上場株式及び投資信託等であります。上場株式及び投資信託等は

活発な市場で取引されているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

投資有価証券のうち、社債は活発な市場はないものの証券会社等を介した取引であり、市場価格を入手可

能なため、その時価をレベル２の時価に分類しております。

（賃貸等不動産に関する注記）

該当事項はありません。

（１株当たり情報に関する注記）

１．１ 株 当 た り 純 資 産 1,442円74銭

２．１株当たり当期純利益 128円36銭

（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。

（その他の注記）

該当事項はありません。
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個別注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１．資産の評価基準及び評価方法
（１）有価証券の評価基準及び評価方法

① 子 会 社 株 式 …… 移動平均法による原価法
② そ の 他 有 価 証 券 …… 市場価格のない株式等以外のもの

時価法
（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ
り算定）

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法
評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

① 商品・製品・原材料 …… 総平均法
② 仕 掛 品 …… 個別法
③ 貯 蔵 品 …… 最終仕入原価法

２．固定資産の減価償却の方法
（１）有 形 固 定 資 産

（リース資産を除く）
…… 定率法によっております。

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）並びに
2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法に
よっております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物及び構築物 ８～38年
機械及び装置 ７～11年
車両運搬具 ４年
工具、器具及び備品 ２～15年

また、2007年３月31日以前に取得した有形固定資産については、償却可能限度
額まで償却が終了した事業年度の翌事業年度から５年間にわたり備忘価額まで
均等償却する方法によっております。

（２）無 形 固 定 資 産
（リース資産を除く）

…… 定額法によっております。
ただし、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における見込利用可能
期間（５年）による定額法によっております。

（３）リ ー ス 資 産 …… 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。

３．引当金の計上基準
（１）貸 倒 引 当 金 …… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、回収不能見込額を計上しております。

① 一般債権
貸倒実績率法によっております。

② 貸倒懸念債権及び破産更生債権等
財務内容評価法によっております。

（２）賞 与 引 当 金 …… 従業員、嘱託社員及びパートタイマーに対して支給する賞与の支出に充てるた
め、支給見込額基準により計上しております。

（３）役 員 賞 与 引 当 金 …… 役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当事業年度
負担額を計上しております。

（４）製 品 保 証 引 当 金 …… 製品の無償保証期間中の修理費用の支出に備えるため、過去の実績を基礎とし
て当事業年度の発生見込額を計上しております。また、個別の無償保証に係る
修理費用の支出に備えるため、その見積額を計上しております。
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（５）退 職 給 付 引 当 金 …… 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金
資産の見込額に基づき計上しております。
① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間
に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発
生の翌事業年度から費用処理しております。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（５年）による定額法により費用処理しております。

４．収益及び費用の計上基準

当社は、電気計測器等の製造、販売を主要な事業としております。また、製品の修理・校正サービス等を行っ

ており、全て顧客との契約に基づき履行義務を識別しております。

製品等の販売については、多くの場合、当該製品等の引渡時点において顧客に当該製品等に対する支配が移転

したと判断し、収益を認識しております。

一部の特注品に関して、財又はサービスに対する支配が顧客に一定の期間にわたり移転する場合には、財又は

サービスを顧客に移転する履行義務を充足するにつれて、一定の期間にわたり収益を認識する方法によっており

ます。また、契約の初期段階において、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積ることができない場合に

は、当該契約の初期段階に収益を認識しない方法によっております。

修理・校正サービスについては、修理・校正サービスの作業が完了し、引渡時点において顧客への履行義務が

充足されると判断し、収益を認識しております。

製品の販売時に、品質保証型の製品保証に加えて、有償にて期間の定めのある保守サービスを提供する場合に

は、顧客との契約に基づく保守契約期間にわたり均等に収益を認識しております。

顧客との契約における対価に販売金額に基づくリベートや売上割引等の変動対価が含まれている場合には、取

引の対価の変動部分の額を過去の実績等に基づき合理的に見積り、著しい減額が発生しない可能性が高い部分に

限り売上高から控除しております。

また、2022年10月１日付吸収分割による持株会社体制移行後の当社の収益は、子会社からの経営管理料、業務

受託収入、その他の収益及び受取配当金であります。経営管理料及び業務受託収入については、子会社との契約

内容に応じた受託業務を提供することが履行義務であり、業務を実施した時点で当社の履行義務が充足されるこ

とから、当該時点で収益を認識しております。受取配当金については、収益認識に関する会計基準第３項によ

り、同会計基準適用の対象外となるため、収益を理解するための基礎となる情報の記載を省略しております。

５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

（１）退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法

と異なっております。個別貸借対照表上、退職給付債務に未認識数理計算上の差異を加減した額から年金資産の

額を控除した額を退職給付引当金に計上しております。

６．会計方針の変更に関する注記

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第31号2021年６月17日。以下「時価算定会

計基準適用指針」という。)を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27－２項に定める経過

的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することとして

おります。なお、計算書類に与える影響はありません。

７．表示方法の変更に関する注記

（貸借対照表関係）

前事業年度において、「流動負債」の「その他」に含めていた「預り金」は、金額的重要性が増したため、

当事業年度より独立掲記することとしております。

なお、前事業年度の「預り金」は、64,590 千円であります。
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８．会計上の見積りに関する注記

（繰延税金資産の回収可能性）

（１）当事業年度の計算書類に計上した金額

繰延税金資産（純額）－千円

なお、繰延税金負債と相殺前の金額は70,646千円です。

（２）その他見積りの内容に関する理解に資する情報

① 当事業年度の計算書類に計上した金額の算出方法

繰延税金資産は、翌事業年度の予算及び将来の業績予測に基づいて課税所得を見積り、かつ実現可能性

を検討し、回収可能性があると判断した将来減算一時差異に対して計上しております。

なお、スケジューリング不能な将来減算一時差異に係る評価性引当金96,770千円を繰延税金資産から差

し引いております。

② 当事業年度の計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定

繰延税金資産の金額の算出において重要となる将来の業績予想は、現在の状況及び入手可能な情報等に

よる合理的な仮定に基づき見積ることとしております。

また、新型コロナウイルス感染症拡大の影響につきましては、現時点で入手可能な外部の情報源に基づ

く情報等を踏まえ、翌事業年度以降、当社の業績等に与える影響は限定的であり、会計上の見積りに重要

な影響を与えるものではないとの仮定のもと当該見積りを行っております。

③ 翌事業年度の計算書類に与える影響

課税所得を見積るに当たって、前提とした条件や仮定に変更が生じ、その見積額が減少した場合には、

繰延税金資産が減額され、税金費用が計上される可能性があります。

また、新型コロナウイルス感染症の影響につきましては、先行きの不確実性が高く、今後の状況によっ

ては、翌事業年度の財政状態及び経営成績に重要な影響を及ぼす可能性があります。

なお、税制改正により実効税率が変更された場合に、翌事業年度以降の計算書類において認識する金額

に重要な影響を与える可能性があります。

（退職給付関係）

（１）当事業年度の計算書類に計上した金額

退職給付引当金 132,708千円

（２）その他見積りの内容に関する理解に資する情報

① 当事業年度の計算書類に計上した金額の算出方法

当社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度を設けております。

退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっており

ます。

退職給付引当金繰入額及び引当金は、数理計算上で設定される割引率、年金資産の長期期待運用収益率、

死亡率等の前提条件に基づき算出しております。

② 当事業年度の計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定

割引率は、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使

用する方法としており、退職給付債務のデュレーションと等しい期間に対応するスポットレートを割引率

とするデュレーションアプローチによって算出しております。

長期期待運用収益率は、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する多様な資産からの

現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

③ 翌事業年度の計算書類に与える影響

退職給付引当金繰入額及び引当金の算定における前提条件が実際と異なる場合、または前提条件が変更

となった場合、その影響は累積され、将来期間において認識される費用及び計上される債務に影響を及ぼ

す可能性があります。

９．会計上の見積りの変更に関する注記

該当事項はありません。

10．誤謬の訂正に関する注記

該当事項はありません。
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（貸借対照表に関する注記）

１．記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

２．有形固定資産の減価償却累計額 51,883千円

３．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

（１）短期金銭債権 492,331千円

（２）長期金銭債権 1,888,888千円

（３）短期金銭債務 209,223千円

４．当社は運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行３行と貸出コミットメント契約を締結しております。

当事業年度末における貸出コミットメントに係る借入未実行残高は次のとおりであります。

貸出コミットメントの総額 1,000,000千円

借 入 実 行 残 高 －千円

差 引 額 1,000,000千円

（損益計算書に関する注記）
１．記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
２．通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低下による簿価切下額

売上原価 6,253千円
３．関係会社との取引高

営業取引による取引高
売 上 高 及 び 営 業 収 益 3,972,570千円
仕 入 高 91,929千円
そ の 他 営 業 費 用 65,320千円

営業取引以外の取引高 170,463千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）
１．記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
２．当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 1,532,458株

（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

退職給付引当金 40,608千円

株式報酬費用 30,194千円

関係会社株式評価損 24,480千円

長期未払金 21,532千円

会員権評価損 12,767千円

役員賞与引当金 10,098千円

投資有価証券評価損 7,755千円

繰延資産償却超過額 6,608千円

賞与引当金 4,755千円

未払事業税 2,881千円

一括償却資産損金算入限度超過額 1,742千円

未払社会保険料 1,118千円

その他 2,872千円

繰延税金資産小計 167,417千円

評価性引当額 △96,770千円

繰延税金資産合計 70,646千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 466,785千円

繰延税金負債合計 466,785千円

繰延税金負債の純額 396,138千円
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（関連当事者との取引に関する注記）

子会社及び関連会社等

属性 会社等の名称
議決権等の所有

（被所有）割合

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

（千円）
科目

期末残高

（千円）

子会社 菊水電子工業㈱ 直接100％
経営管理及び

業務受託等

資金の貸付

（注１）
1,500,000

関係会社

短期貸付金
300,000

関係会社

長期貸付金
1,175,000

経営管理料及び

業務受託料等の

受取（注２）

339,639 未収入金 42,675

売上代金の一時

預り（注３）
263,802 預り金 208,988

配当金の受取

（注４）
1,150,000 － －

利息の受取

（注１）
944 未収収益 81

子会社 菊水エムズ㈱ 直接100％
経営管理及び

業務受託等

資金の貸付

（注１）
850,000

関係会社

短期貸付金
116,666

関係会社

長期貸付金
713,888

経営管理料及び

業務受託料等の

受取（注２）

198,127 未収入金 23,846

配当金の受取

（注４）
850,000 － －

利息の受取

（注１）
638 未収収益 32

子会社 フジテック㈱ 間接100％
当社グループ

製品の製造

配当金の受取

（注４）
99,000 － －

子会社
菊水貿易（上

海）有限公司
直接100％

当社グループ

製品の販売

配当金の受取

（注４）
69,329 － －

電気計測器等の

販売（注５）
1,139,886 － －

（注１）資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。
（注２）経営管理料及び業務受託料は、受託業務の対価として請求しております。設備賃借料等その他の収益は、

金額を合理的に算定し、請求しております。
（注３）売上代金の一時預りは、製品等の売上代金の一時預りであります。なお、取引金額は、平均残高を記載し

ております。
（注４）配当金の受取については経営環境や業績動向を勘案して、収益、財務状況及び資金の運用状況に応じ、合

理的に決定しております。
（注５）取引条件及び取引条件の決定方法

価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の上で決定しており
ます。

（収益認識に関する注記）
収益を理解するための基礎となる情報

収益を理解するための基礎となる情報は「（重要な会計方針に係る事項に関する注記）４．収益及び費用の計上
基準」に記載のとおりであります。

（１株当たり情報に関する注記）
１．１ 株 当 た り 純 資 産 711円03銭
２．１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 307円83銭

（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。

（その他の注記）

該当事項はありません。


